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この40年の日本経済と
今後10年に残されたマクロ経済政策の課題
青 木 雅 明＊
は じ めに
日本経済は1990年代に入ると信じられないほどの不振と長期停滞に陥ってしまった。その基本的
要因はいわゆる「バブル経済の崩壊」であり、家計、金融機関、企業、公的部門などの経済主体が
保有している大量の土地、株式などの資産が長期にわたって価格を下げ続けていることである。
こうした継続的な資産減価は金融機関と企業の財務的経営基盤を絶えず悪化させ、同時に資金の
アベイラビリティと信用創造を限りなく縮小させる要因となっている。こうした財務的経営基盤の
悪化と資本市場における資金供給の不振は、企業の生産を抑圧し、投資と雇用を萎縮させている。
他方、家計の消費需要は、雇用と賃金の不振、保有資産の減価、低金利政策に起因する利子・配
当収入の減退、将来に対する不安などによって低迷を続けている。
以上のような長期停滞要因を打ち消し、日本経済を回復させる要因や対策の力は現在までのとこ
ろ劣勢である。このため、このままでは失業の急増、中央・地方政府の一般財政の大幅赤字、福祉・
医療の水準を決める社会保障基金財政の破綻など、国民生活の本格的な悪化が目前に迫っている。
政府はこうした日本経済の危機を関係する分野の「改革」と「緊急経済対策」によって克服しよ
うとしているが、まだ有効な政策を把握していないようにみえる。現在のところ、実行可能で効果
のありそうな対策を探しては、その成功を願いながら試行錯誤を繰り返している段階にある。その
ため、経済の不振と長期停滞に対する政府の対策は総じて不適切であり、また適切と思われる対策
も出し惜しみ・逐次投入の失敗を繰り返し、最後には問題先送りの悪弊に身を任せている、とさえ
みられている。
このように。日本経済は景気循環を内部に含みながらも10年を越える長期停滞を続けている。そ
の姿を角度を変えて冷静に観察すると、金融機関と企業を主体とする資産減価によるものの外に、
いくつかの要因の存在に気付くこととなろう。
例えば、80年代半ばの対ドル円為替レートの大幅な切り上げ、90年代半ばのドルにリンクした元
の切り下げの影響を受けて、国内市場において多くの産業が競争力を失い、販売不振に陥っている
ことである。
また、日本の大企業は過大で硬直化したため、消費需要の多様化・質的変化などの経営環境の変
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化に対応出来なかったり、その速度が遅過ぎたりして、経営力が低下している。その背景には日本
に特徴的な社会組織や社会慣行がある。このことが日本経済の長期停滞要因になっている、という
説も現われている（注）。
この論文では、第2 次世界大戦後の高度経済成長が始まった1960年代以降の日本経済と経済政策
について、10年単位の巨視的な回顧を行い、それぞれの特徴を明らかにしようと試みた。また、そ
れら各年代の経済に対する見解と政策的評価を行ってみた。
こうして40年間の日本経済と経済政策を長期的に回顧した結果、90年代の長期停滞に対する見方
が固まり、「5. 今後10年に残された政策課題」として具体的な提案を行うことが可能となった。
なお、専門外の読者のために、各年代の経済を象徴するような「経済年表項目」を最初に提示す
ることにした。可能な限りその年代の経済像を明らかにしようとするささやかな努力である。
1 。1960 年代 の 日本 経 済1.160
年代経済を象徴する経済年表項目
・国民所得倍増計画（60.12 ）
・「3 種の神器（テレビ、電気洗濯機、電気冷蔵庫）」流行語に（60）
・全国総合開発計画（拠点開発構想）（62.10 ）
・スケール・メリットの追求（巨大高炉建設、石油化学プラント建設など）（62）
・OECD 加盟（64.4 ）
・東京オリンピック開催（64.10 ）
・名神高速道路および東海道新幹線が開通し、高速交通時代始まる（64）
・乗用車の輸入自由化（65.10 ）
・昭和40年不況深刻化、大型倒産増加、戦後最大の証券不況（65）
・初めて2.8億ドルの輸出超過に（65）
・この頃から公害問題深刻化（66）
・66年度I 人当たりGNPIOOO ドル台（67）
・大学紛争激化（68）
・3C （カー、クーラー、カラーテレビ）時代（68）
・GNP1428 億ドル、自由世界第2 位となる（68）
・対米貿易収支黒字定着・貿易摩擦発生（68）
・新全国総合開発計画（大規模プロジェクト構想）（69.5 ）
・米の生産過剰、生産制限問題化（69）
（注）例えば、参考文献の井原(2001 ）、野口（2002) を参照
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1 。360 年代経済と経済政策の特徴1960
年代は日本経済が最も活力旺盛だった高度成長期に当たる。1955
年（昭和30年）から1972年（昭和47年）までの17年間が日本経済の高度成長期であり、この
間の実質経済成長率は年平均9.3% に達した。また、この間には4 回の景気拡大期があり、そのうち
神武景気（54～57年、31ヵ月）、岩戸景気（58～61年、42ヵ月）、いざなぎ景気（65～70年、57ヵ月）
は長期にわたる景気拡大期として特に名称が付けられている。
高度成長を象徴するのは60年に池田内閣が表明した「国民所得倍増計画」である。これは61～70 年
の間の実質経済成長率を7.8% と計画し、国民所得を倍増しようとするものであったが、実際はこの
計画以上に経済は成長した。国民は所得の増加を前提としてそれに見合う支出をするようになり、
企業は無理をしても設備投資を押し進め、市場のシェアを確保して将来に備えるという態度が一般
化し、企業間のシェア競争が激化し、熱狂した投資が巻き起こった。
高度成長の要因としては、需要と供給の両面から説明されている。需要面からは、
① 「投資が投資を呼ぶ」と言われたように、新製品の登場や需要の増大により生産能力が不足し、
これを拡大するための設備投資が盛り上がったこと、
② 「三種の神器」（白黒テレビ、洗濯機、冷蔵庫）や3C （カラーテレビ、クーラー、自動車）な
どの耐久消費財の普及による個人消費の牽引力、
③ 品質の向上により国際競争力が向上したことや円安気味の円レートによる輸出の拡大
があげられている。また、供給面からは、
④欧米諸国との技術水準に差があり、応用可能な技術革新の芽が豊富に存在したこと、
⑤労働人口増加率が高かったこと、
⑥農村から都市への大量の人口移動があったこと、
⑦高学歴化が急速に進展し、高度成長を人材面から支えるものとなったこと、があげられている。
高度成長期は、①「系列」、株式持ち合いにみられる企業グループの存在、②年功賃金、長期雇用
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に代表される雇用システム、③メインバンクなどの金融仲介システム、など「日本的」と呼ばれる
経済の慣行、制度が確立していった時期でもあった。これらは歴史的には古いものではなく、急速
に成長を続ける過程で根付いてきたものと見られている。1960
年代にはいると、国の内外から貿易自由化を求める声が高まった。59
年には、日本の対米輸出が急増し、アメリカの日本に対する輸入制限撤廃要求が高まり、IMF やGATT
の場でも自由化促進の要請が強まった。国内的にも、開放経済移行に対する不安は強かった
ものの、政府による貿易為替管理体制にともなう不合理性が除去されて原材料の輸入が容易になる
などの理由から、自由化を積極的に受け入れようとする意向もあった。60
年に政府は貿易為替自由化計画大綱を作成し、開放経済を目指した。また、63年にはGATTl1
条国（国際収支上の理由で輸入制限ができない国）、64年にはIMF8 条国（国際収支を理由として為
替管理を行えない国）に移行し、同年、資本の自由化が要件として義務づけられていたOECD にも
加盟した。このようにして、日本にも自由貿易の利益を活用する途が開かれることになった。1965
年の不況は「（昭和）40年不況」と名付けられ、「戦後最大の不況」とされた。大企業でも破
綻するものが出、生産調整や不況カルテルに踏み切る企業が増加した。また、「証券恐慌」と呼ばれ
るように山一証券が倒産の危機に見舞われ、日本銀行は無期限、無利子の特別融資を行った。政府
は財政支出を大幅に増大させるとともに、特例法によって、戦後初の赤字国債の発行を行った。
この不況はドッジ・ラインにもとづく均衡財政・赤字公債不発行主義を大きく転換させ、それ以
降、不況期になると国債発行によって財政支出を増大させるケインズ政策を可能にしたが、同時に
巨額の国債を累積させ、国債費負担を増大させる遠因となった。
皮肉なことに、65年末から景気は急速に回復し、以後5 年間にわたる日本経済史上最長の「いざ
なぎ景気」を迎えることになった。
高度成長の下で、日本の経済社会には顕著な変化が見られた。
産業の構成は、名目GDP および就業者の双方において、第一次産業の割合が著しく低下して、第
二次産業と第三次産業の割合がともに上昇した。また、それまで長期的に過剰状態にあった労働力
需給は60年頃から逼迫に転じ、賃金水準の著しい上昇、企業規模別・年齢別の賃金格差の縮小が起
こった。さらに、このことが生産性格差の存在と相侯って生産性格差インフレーションの要因となっ
た。そのため、卸売物価の安定の中で、消費者物価は60年頃から上昇が目立つようになっていった。
国民生活においては、耐久消費財が普及し、「消費革命」が引き起こされる一方、「一億総中流意
識」が形成された。
社会的インフラストラクチャーをみると、64年には東海道新幹線の東京一大阪間、有料高速道路
の小牧一西宮間がそれぞれ開通するなど、本格的な整備が進められた。道路網の整備と自動車の普
及によりモータリゼーションが進み、物流の根幹を担うものは鉄道から自動車へと変わった。
こうした中で「高度成長の歪み」も顕在化した。生活関連のインフラ整備が立ち遅れた。また、
地域経済格差が拡大する一方、地方から大都市への急速な人口移動によって、大都市では過密が発
生し、地方では労働力人口の急減にともなう活力の低下が起こった。さらに、四大公害病の水俣病、
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新潟水俣病、イタイイタイ病、四日市ぜんそくをはじめとして、全国で公害問題が深刻化していた。
このため、67年には公害対策基本法が制定され、7!年に環境庁が設置されるなど公害行政が本格化
した。
社会保障制度をみると、61年に国民年金制度が発足し、国民年金・皆保険が実現した。また、60
年代後半には、これらの給付水準が大幅に引き上げられた。1960
年代後半の経済拡大の中で日本経済の国際競争力は次第に強化され、「国際収支の天井」とい
う成長制約は解消されていった。68年頃から残存輸入制限品目の整理縮減、ケネディ・ラウンドに
よる関税一括引き下げ等を積極的に推進した。
1 。460 年代の日本経済に対する見解と政策的評価60
年代の日本経済は年率10％の高度経済成長を続け、国民の生活、産業、そして専門教育から公
共施設にいたる社会経済基盤もドラマティックな変貌を見せた。今日の経済は昨日のそれと異なり、
明日の経済は今日のそれと異なるような早い変化があったので、「経済改革」が日常的に起こってい
たとも見ることが出来る。
家庭には「3 種の神器」や「3C 」などの異なった耐久消費財が次々 と導入され、家事労働の節約
や消費革命が惹き起こされた。大都市では、郊外から都心への通勤者が年々激増し、「奴隷船を超え
る」混雑度の通勤電車が出現する一方、2 次にわたるマンションブームの結果、都心の「空中居住者」
も増えた。
衣食住をはじめとする生活の状態は目に見えて向上した。上級学校への進学率の上昇も顕著で
あった。庶民の情熱と家計所得の高い伸びがこうしたことを実現させたのであり、それはまた、雇
用と賃金の高い伸びによって可能となったのである。一方、生活にとって良いものの情報はテレビ
と隣人から豊富に得られた。
雇用と賃金の源泉である企業においては、良い製品や優れた生産方法・販売方法の情報は欧米先
進国から豊富に得られたため、これを生産、販売の現場に適用すれば、よく売れて儲かるビジネス
を展開することができた。それまでの技術的蓄積と技術者の水準、商業的能力からみると、そのよ
うな応用や改良、改善にはほとんど困難がなかったはずである。完成した技術の導入も容易であっ
たし、それに対する政府の支援もあった。
困難があったとすれば、新技術を組み込んだ生産設備の新増設に必要な資金の調達であった。家
計の貯蓄率は高かったし、金融仲介制度は発達していたが、当時の高い経済成長を達成するうえで
質量ともに十分な資金を供給することは出来なかった。とくに、回収期間の長い設備投資資金の供
給は困難であった。当時、企業規模の大小にかかわらず、設備投資の競争力強化効果は大きかった。
そこで、50年代に引き続いて、日本銀行は低金利政策を行い、同時に政府は「基幹産業」の主要企
業に長期低利資金の供給が集中するような政策を行った。また、租税特別措置によって資本コスト
の引き下げを図った。しかし、こうした産業資金の超過需要状態は60年代前半で終わり、65年不況
（昭和40年不況）を境にして産業資金の超過供給時代に入ったのである。
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60年代までの日本産業が生み出したユニークなものは2 つある。
その第 目ま、鉄鋼、石油化学、石油精製など新鋭大型生産設備が立地した臨海工業地帯である。
そこには海外の最も安い鉄鉱石、原油などの原材料を輸送費の安い大型船で運び、規模の経済を生
かした低コストの生産を行った。そのため、船舶、鋼材などの製品を高い競争力をもって輸出する
ことが出来たのである。
その第2 は、三種の神器や3C など、消費革命をもたらした耐久消費財の規格量産工業である。こ
れは、機械、電気、電子の技術的知識を統合利用し、小部品の製造と組立からなる工程を規格化、
量産化して高信頼性・低コストの製品を生産する工業である。部品製造は専門分化した小規模の系
列企業が分担し、組立は親企業の大規模工場が分担する。また、消費者への製品販売経路では、一
般に排他的取引やテリトリー制を採用し、従業員の訓練、経営方法、金融などの支援を加えた独自
の経営政策が見られた。消費者に対する広告宣伝活動は組立メーカーがテレビ、雑誌、新聞を通じ
て活発に行った。
これらの製品やその製造、販売、企業経営、資金調達の方法の原型はほとんどは欧米先進工業国
から導入されたものであった。しかし、これらを当時の日本の実状に良く適応させ、あるいは日本
の伝統的方式を活用するなどの工夫がみられ、日本独自の優れた方式を生み出した。
また、上記第1 の臨海工業地帯の造成については、政府が特別な工夫を行った。60年策定の所得
倍増計画は10年間で国民所得を2 倍にする目標を置いていた。この目標を達成するためには、鉄鋼、
石油精製などの基礎資源型工業において将来の生産増に対応した生産設備の新増設が必要となるの
で、太平洋ベルト地帯に6 つの工業整備特別地域を整備することとした（64年）。また、新産業都市
建設促進法（62年）は14の臨海工業拠点と1 つの内陸工業拠点を全国に分散整備して、地方の振興
と地域所得格差の是正を狙った。
鉄鋼、石油化学、石油精製などの「基幹産業」が新鋭大型設備に対する投資を積極化したのは、60
年代の課題であった貿易、外国為替、対外資本取引の自由化に対処して、国際競争力を飛躍的に
高める必要があったためである。
貿易、外国為替取引の自由化という60年代日本経済の課題は、実行してみると、当初考えられた
よりはるかに容易に実現された。自由化を進めたにもかかわらず、60年代後半になると、経済成長
率が高まっても国際収支は悪化しなくなった。それまで悩まされてきた経済成長の「国際収支天井」
はもはや存在しなくなったのである。その主要因は、輸出産業の国際競争力が高まり、輸出の水準
が自由化した輸入を常に上回るようになったためである。これを政府の立場から見ると、それまで
の輸出産業の育成政策が短期間に成功したことになる。しかし、同時にアメリカの民間産業がベト
ナム戦争によって国際競争力を失ったことの影響も見逃せない。60
年代の日本経済においては、日々に新たな需要が湧出し、年々新製品や革新的な供給方式が出
現したうえ、65年不況以降は経済成長の国際収支制約と資金不足制約がなくなった。そのため、極
めて高い経済成長が実現し、代わって労働供給面の制約が現れてきた。中小零細企業を中心に労働
力不足が発生し、とくに生産性の低い流通・サービス部門の価格上昇が著しいものとなった。これ
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は「生産性格差インフレーション」と呼ばれたが、高度経済成長の歪みの一つであった。また、公
害、環境悪化が年々深刻になっていった。さらに、大都市における交通混雑、住宅不足、生活関連
施設整備の遅れも顕著なものとなった。国民の貯蓄と経常収支黒字が蓄積する一方、経済の規模に
対して社会資本の不足が目立っていた。
こうした高度成長の歪みに対して、政府の対策は追いつかなかった。そのため、多くの歪みは放
置されたままとなり、深刻の度を加えていった。1969年に策定された新全国総合開発計画はこうし
た歪み、不均衡を一挙に解決するための計画であった。しかし、計画の実行には新しい考え方や法
制度・慣行の改正が必要であったため、行政の保守性や自省中心性（＝縦割り行政）によって阻ま
れることとなった。
このような経済状態の場合、財政金融政策によって経済成長率を引き下げるのが適切であった。
それは技術的に容易であったが、前例がないためその必要性を思いつくことが出来なかった。また、60
年代末には、年率10％の高度経済成長のもとで、貿易収支黒字が恒常的に発生し、対米貿易摩擦
が起こるようになっていたのである。その対策を将来の重大問題として気付いて研究しておくべき
であった。
さらに、公害、環境破壊に対する対策が遅れたのは非常に残念であった。とくに産業官庁と大企
業のそうした対策への反対は一方的で、凄まじいものがあった。 もし、この時、環境保全の重大さ
と環境保全産業の将来性に気付いていたら、日本は世界各国から尊敬されるとともに、その産業競
争力は強力なものとなっていたはずである。
2 。1970 年代 の 日本 経 済2.170
年代経済を象徴する経済年表項目
・大阪万国博覧会開催（70）
・この年、公害問題最高潮（70）
・外貨準備高152億ドルに急増（70）
・1 ドル＝308円の新レート実施（スミソニアン・レート）（71.12 ）
・列島改造土地ブーム（71年度長者番付上位100人中95人が土地成金）（72）
・スミソニアン体制崩壊、円変動相場制へ移行（73.2 ）
・第一次石油危機（第四次中東戦争）（73.10 ）
・この年、戦後初のマイナス成長、狂乱物価（WPI31.4 ％、CPI23.3% 上昇）（74）
・「第三次全国総合開発計画」（定住構想）（77.11 ）
・政府、円高緊急対策決定（30億ドルの緊急輸入等）（77.12 ）
・1 人当たりGNP5000 ドル超える（77）
・貿易黒字増加、円高騰（円高不況、とくに中小企業）（77）
・外貨準備高激増（330億ドル余）（78）
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・第二次石油危機 （OPEC 石油大幅値上げ）（79.6 ）
・GNPl 兆ドル超える（79）
2 。270 年代経済を示す若干 の指標
年 度197019751980
名 目
千億円75315242455
1 人当たり
年 度 国民所得
千円
1970
1975
1980
586
1109
1706
名目年平均
増加率 ％
15.1
10.0
国内総支出
実質年平均
増加率 ％
??
同左年平均
増加率 ％
13.6
9.0
雇用者報酬
千円99722863323
デフレ ーター
年平均増加率％
10.2
5.5
同左年平均
増加率 ％18
」7.8
就 業 者 数
万 人510952405552
2.370 年代経済と経済政策の特徴
日本が黒字対策の追われるようになったこの時期に、アメリカの国際収支赤字が増大して、国際
収支不安が高まった。71
年8 月、アメリカは金とドルの交換停止、10％の輸入課徴金、為替レートの多角的調整などの
ドル対策を打ち出した（ニクソン・ショック）。12月には、先進国は10力国蔵相会議会議（GIO ）を
開き、国際通貨の多角的調整を行った。ドルは金に対して、約8 ％切り下げられ、円はドルに対して
切り上げられて1 ドル＝308円となった。
アメリカの国際収支赤字がなおも収まらない中で、72年6 月から翌年1 月にかけて、英ポンド、
イタリア・リラ、スイス・フランが相次いで変動相場制に移行することにより、国際通貨の動揺が
繰り返され、2 月には激しい通貨投機が起こった。これに対し、アメリカは再度、SDR に対して、10
％のドル切り下げを実施し、日本および各国通貨は変動相場制に移行した。1970
年後半に景気は下降局面に入った。円切り上げなどもあって不況は深刻化したが、72年に入
ると内需拡大政策の効果が現れ、景気は上向きに転じた。しかし、それは急激なインフレの進行を
ともなうものであった。国際収支の大幅黒字、外貨準備高の増大、金融緩和の推進にともない多額
の過剰流動性が生じていた中で、円切り上げへの対応として大型予算が組まれ、田中内閣の日本列
島改造論が推進されることになった。このことは、人々の成長期待を高め、その後のインフレ、と
くに土地、株式などの資産価格の大幅な上昇の一つの要因となった。国際的にも、ドルの流出によ
る過剰流動性の傾向が強まり、各国経済の同時的拡大は需要インフレ基調を強めた。
こうした状況下、73年10月の第四次中東戦争を引き金として第一次石油危機が発生し、原油価格
が一挙に4 倍に引き上げられるとともに供給量が削減されたため、「狂乱物価」状態が出現した。74
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年I ～3 月期の卸売物価は年率50％、消費者物価は同40％の急騰を示し、74年の春闘賃上げ率は32.9%
の上昇となった。
石油危機により世界の経済成長率は落ち込み、インフレが高進した。また、OPEC 以外の各国で
国際収支が悪化した。異常インフレを終息させるための厳しい引き締め措置と、石油消費国の国際
収支赤字によるデフレ効果から、世界経済は極度に縮小した。日本も、74年度の経済成長率がマイ
ナス0.2％と戦後初のマイナス成長を記録した。
石油依存度の高い日本経済を立ち直らせるためには、異常なインフレを終息させることが先決と
され、強力な需要抑制策が実施された。公定歩合は9 ％に引き上げられ、74年度の公共事業費は伸び
率がゼロに抑制された。また、基礎物資および生活関連物資に対する緊急対策が実施された。これ
らの措置により、物価も74年春をピークに沈静に向かい、国際収支も改善に向かった。
物価沈静化への動きを受けて、75年に入ると経済運営は物価安定をにらみつつも景気刺激をはか
る立場に転換し、景気は75年3 月を底として回復に転じた。日本経済は、その後77年に景気の中だ
るみがみられたものの、金融緩和、財政支出の増加などもあって拡大を続けた。
しかし、78年秋に、イランの政情不安を契機とする世界的な需給の逼迫から第二次石油危機が発
生した。産油国は数次にわたって石油価格を引き上げたが、物価は比較的安定していた。日本経済
に与えた影響は前回時よりも軽微であり、国際的にみても良好なパフォーマンスを保った。その要
因は、第一次石油危機の経験による学習効果があったこと、および資源エネルギー節約型経済への
転換が進んでいたことである。
二度にわたる石油危機を乗り切る過程で、日本経済は高度成長から中成長へと変化した。財政面
では、第一次石油危機後大幅な赤字が発生し、大量の国債が発行され、その残高が累増するように
なった。企業は過剰人員の削減、借入金圧縮などの減量対策を進め、高度成長期に低下を続けた自
己資本比率は1974年度を底に上昇に転じた。労働需給は緩和し、都市への人口集中も70年代後半に
入って収束した。
こうした中で、日本経済を新たな成長へと導く動きが芽生えていった。その第一は情報化であり、
情報通信技術の発達は、企業・産業部門の効率化のみならず、経済社会のあらゆる分野にその影響
を及ぼしていった。第二の流れは生活の質的向上ニーズの高まりであり、消費生活のサービス化・
ソフト化が進んだ。その結果、多様なサービス産業が花開き、それらを含む第3 次産業の構成比が
著しく高まった。第三の流れは国際化であり、商品貿易以外の分野（サービス、人、資金）でも国
際的な移動が高まった。外国為替管理法が原則自由の方針のもとに抜本的に改正された。金融の国
際化は、公社債市場の発達などともあいまって金融の自由化を促すこととなった。また、資源エネ
ルギー問題が強く人々に認識されたことで、省エネルギー・省資源への取り組みが進んだ。その結
果、日本は世界最高の資源節約型生産技術を打ち立て、これを基礎にして日本の輸出産業は最強の
国際競争力を持つにいたった。
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2 。470 年代経済に対する見解と政策的評価70
年代の日本経済は、未知の大事件に連続的に遭遇して、文字どおり激震と危機の直撃に喘いだ。
すなわち、①公害問題、②ニクソン・ショックによる国際通貨体制の動揺、③円の切上げ（1 ドル＝360
円から308円へ）と変動相場制への移行、④過剰流動性と日本列島改造論による土地、株式への
投機、⑤第一次および第二次石油危機、である。
とくに、第一次石油危機は日本経済の存立基盤を根底から揺るがし、各種の緊急対策を強要させ
るとともに、石油価格高騰による異常なインフレの発生とその対策である強力な総需要抑制策の発
動、中長期的な資源エネルギーの節約対策、などを余儀なくさせた。
また、2度にわたる石油危機は、日本の産業を資源エネルギー節約型に転換するとともに、日本経
済を実質年平均4% 台の中成長軌道へと転換させた。その過程では産業の種類と構成は大幅に変化
し、半導体等集積回路、家庭用VTR 、燃料消費効率の高い小型乗用車などの製造業や、多様なサー
ビス産業、新業態の流通産業などが躍進した。また、多くの産業は資源エネルギーの節約に成功し
たため、日本産業は全体として国際競争力を著しく高め、高価格石油の輸入によって一時悪化して
いた経常収支は、間もなく大幅な黒字を計上するようになった。そのうえ、集積度の高いIC を始め
とするエレクトロニクスの応用製品である乗用車、家電製品、コンピュータ周辺機器、OA 機器、時
計、カメラなどのハイテク量産工業製品は世界市場を席巻するとともに、「ハイテク大衆化文明」を
先導することとなった。
こうして日本経済の未曾有の危機であった石油危機は、日本経済に多くの犠牲を強いたものの、
政府と民間の真剣な対応策によって克服され、それに加えて産業の刷新、国際競争力の強化という
大きな成果がそこから引き出されたのである。
3 。1980 年代 の日本 経 済3.180
年代経済を象徴する経済年表項目
一本田、米オハイオ州に小型自動車生産工場建設計画を発表（80.1 ）
・自動車生産台数・粗鋼生産量ともに世界第1 位（80）
・日米自動車問題決着（3 年間輸出自主規制）（81.5 ）
・米、農産物・半導体など21項目の市場解放対日要求（81.11 ）
・G5 、プラザ合意（大幅円高への国際通貨調整）（85.9 ）
・日本の対外純資産1298億ドル、世界第1 位（85）
・経済構造調整研究会報告書（前川レポート）（86.4 ）
・大手製造業海外での生産を拡大（86）
・消費税法成立（89.4.1 施行）（88,12 ）
・1 人当たりGNP2 万ドル超える（88）
・外貨準備高（年末）約977億ドル、西独を抜いて世界第1 位（88）
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・人手不足顕著、外国人労働者急増 （89 ）
・バプル景気 （株価、地価など資産価格の上昇）（89）
3 。280 年代経済を示 す若干の指 標
年 度198019851990
名 目
千億円245532434505
1 人当たり
年 度 国民所得
千円198017061985215219902841
名目年平均
増加率 ％
????
国内総支出
実質年平均
増加率 ％
?
―?
??
同左年平均 雇用者報酬
増加率 ％
??
千 円332340694800
デフレーター
年平均増加率％
?
?
??
―
同左年平均
増加率 ％
??
就業者数
万人555258176280
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3 。380 年代経済と経済政策の特徴
行政面では、大幅な財政赤字に対処するため、81年度を財政再建元年としてシーリング制度のよ
り厳しい歳出抑制が進められる一方、臨時行政調査会が発足し（81年3 月）、行政機構や制度の見直
しが行われた。行政改革の一環として、社会保障制度、公企業制の改革も行われ、社会資本整備に
当たっては第E セクター方式による民間活力導入が重視されるようになった。
高度成長期の終焉は、海外に自由に販路を拡大できた時代の終焉でもあった。
それまでは、アメリカ経済の優位に支えられた国際経済環境のもとで、日本の経済活動が諸外国に
与える影響が小さかったために、自由な販路拡大が許されていたのであった。
アメリカは、70年代にとくに悪化したスタグフレーション（低成長とインフレの共存）に対処す
るため、79年10月、新金融調節方式を採用するとともに、81年2 月には経済再生計画を発表した（レー
ガノミックス）。アメリカ経済は82年に内需中心の持続的景気拡大へと転じたが、金融引き締めと財
政緩和というポリシー・ミックスは金利を大きく上昇させドル高をもたらした。アメリカ経済が膨
大な財政赤字と貿易赤字という「双子の赤字」を抱える中でのドル高、高金利は、国際経済の大き
な不安定要因となった。
アメリカの景気回復を契機に、日本経済も83年2 月を底に回復に転じたが、それは外需主導の景
気拡大であり、経常収支黒字が年々累積し、対外摩擦が激化した。
日本の経済力の向上を背景に、70年代前半以降、経常収支黒字が拡大するたびに日本の「集中豪
雨的な」輸出が問題にされてきたが、80年代前半には、日本の市場の閉鎖性のほうに焦点が当てら
れるようになった。このため政府は、85年に市場開放アクション・プログラムの制定、OTA （市場
解放問題苦情処理推進本部）の設置などにより、市場アクセスの改善を図ったが、日本の経済構造
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を国際的に調和のとれたものに変革する必要性が次第に強く主張されるようになった。85
年9 月、先進5 力国蔵相会議（G5 ）が開かれ、ドル高是正に向けた合意（プラザ合意）がなさ
れたことから、急速にドル高の修正が進んだ。円は85年9 月から1 年間に70円も高くなった。輸入
品と競合する企業は深刻な不況にさらされ、炭坑の閉山や造船所の閉鎖などが相次いだ。また、輸
出企業は円高により輸出不振の陥ったが、輸出企業は懸命の合理化努力を続け、国際競争力を維持
した。経常収支黒字は、逆 」カーブ効果もあって容易に縮小せず、ピーク時には対GNP 比4.5％にも
なった。
こうした状況のもとで、中曽根総理の私的研究会である「国際協調のための経済構造調整研究会」
（座長・前川春雄）は、経常収支の黒字是正を国民的課題として掲げ、内需拡大に向けた経済構造
調整を提起した（86年4 月、「前川レポート」）。
円高不況に対応するため、公定歩合が6 回にわたって引き下げられ1987年2 月には2.5% まで低下
した。財政面でも公共投資拡大などの措置がとられ、87年5 月には大規模な内需拡大策が決定され
た。
こうした政策の結果、それまでの輸出主導の景気拡大と異なり、内需主導型の景気回復がなされ
た。個人消費は、消費の高級化の動きが顕著になり、大型カラーテレビ、高級乗用車など高額耐久
財が好調な売れ行きを示した。円高の影響もあって、乗用車や美術品などの輸入や海外旅行が大き
く伸びた。企業は海外直接投資を増大させつつ内需転換を強め、新製品開発、多角化・新分野進出
などを進め、85年以降はストック調整局面に入っていた製造業設備投資も、87年秋口から本格的な
増加局面に入った。
こうした経済状況のもとで、89年4 月に税率TO/ の消費税が導入され、日本の租税制度はそれまで
の直接税主義から大きく転換することになった。消費税導入をめぐってはその前後に消費の駆け込
み需要とその反動が大きく起こったが、景気を腰折れさせるものではなく、景気拡大が持続した。
金融緩和のもとで、株価は大幅に上昇した。また、東京が世界の金融センターとしての地位を高
めるとの期待が強くなり、東京の地価の大幅な上昇が始まり、それが全国に波及した。こうした資
産価格の上昇は、資産効果を通じて内需の拡大に寄与する一方、日本経済にキャピタル・ゲインを
狙った資産保有の増大傾向を生みだすこととなった。株式、土地への需要の急上昇と「売渋り」、そ
の結果である株価、地価の上昇過程で、金融環境、収益環境から乖離した価格上昇期待の自己増殖
（バブル）が発生した。「株価は当面騰がり続ける」というスペキュレーション・マインドが強まる
とともに、それまでに作られていた「土地は値下がりしない」という土地神話は、ますます固く信
じられるようになっていった。
3 。480 年代経済に対する見解と政策的評価80
年代の主要問題は対米貿易摩擦の激化であった。80
年代前半の日本経済の成長率はt.1.％であり、石油危機など未曾有の困難に遭遇した70年代前半
の4.5％、後半の4.3％を下回っている。70年代を通じて強化された輸出競争力に対して、低い経済成
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長率のため輸入の伸びが小さく、経常収支黒字は累積的に増大することとなった。アメリカ政府は
日本市場の閉鎖性を主張し、それを打開することによってアメリカの対日輸出を増加させ、経常収
支不均衡を是正するよう日本政府に強く働きかけた。
オーソドックスなマクロ経済政策によれば、こうした場合には日本の国内需要を拡大して輸入を
増加させる方法をとることになる。しかし、日本の財政赤字累積額は巨額に上っていたため、両国
政府はそれを避け、市場開放策の方を選択した。また、対米自動車輸出の増加を抑制するため、輸
出自主規制措置がとられるとともに、主要メーカーの米国内工場建設が開始された。80
年代前半のもう一つの大きな課題は行政改革であった。歳出抑制によって財政再建を図る一方、
出来れば内需拡大のための財源をも生み出したいと期待された。しかし、「増税なき財政再建」の方
針がとられることとなり、その点では良い結果が得られなかった。しかし、三公社の民営化が決定
されたため、NTT の株式売却益は巨額に上り、80年代後半以降の内需拡大財源として貴重なものと
なった。
結局、80年代前半における日本側の市場開放、輸出自主規制、対米直接投資、内需拡大のいずれ
も、巨大化する経常収支不均衡を是正するための効果的な手段とはならなかった。その結果、85年9
月のプラザ合意によるドル高是正が行われることになった。
これに関連して、効果的な内需拡大策、輸出抑制策、輸入拡大策がその後も引き続き必要とされ
ているにもかかわらず、現在までのところほとんど研究がなされていないのは残念である。なかで
も、対外競争力の極めて強い少数の大企業・中堅企業と、対外競争力の弱い大多数の企業とくに中
小零細企業、農業とが混在している日本の構造のもとでは、経常収支黒字を調整するうえで特別な
工夫が必要であるにもかかわらず、この点が研究されていない。
プラザ合意後の円高不況を克服するため、86年9 月の総合経済対策の決定、86－87年の6 回にわ
たる公定歩合引下げ、87年5 月の緊急経済対策（大規模な内需拡大策）の決定がなされた。しかし、
円高不況は86年日月に終わって景気拡大に転じており、その後バブル経済の崩壊まで51ヵ月にわ
たって拡大を続けた。80
年代後半の日本経済は、バブル経済の発生と成長の過程として強い関心が持たれている。しか
し、日本におけるバプルの中心である株価、地価と実体経済（または実物経済）との関係は対照的
ではない。両者の関係うち、株価、地価は投資や消費に一定の影響を与えるが（資産効果）、実体経
済が株価、地価に与える影響は小さい。株価、地価に大きな影響を与えるのは資金のアベイラビリ
ティ（調達可能性）と金利である。
この時も、株価、地価はプラザ合意以前から上昇しており、86年になって急速な円高が進展し、
経常収支黒字にもとづく流動性の急増の中で公定歩合が連続的に引き下げ始めてから、上昇速度が
高まったのである。したがって、両価格は円高不況のもとで高騰している。
すでに1972年には、国際収支の大幅黒字、外貨準備高の増大、金融緩和の推進にともなう多額の
過剰流動性が生じていたなかで、大型予算による日本列島改造期待があったため、株価、地価の高
騰が起こっている。その後、第一次石油危機による異常インフレを抑制する目的で厳しい金融引き
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締めが行われたため、株価、地価は暴落し、その後数年間にわたって金融機関の経営危機が潜在し
ていた経験がある。80
年代後半のバブルの成長過程で、こうした過去の経験が生かされなかったことは非常に残念で
あった。技術的に困難な点はあろうが、早期に金融調節が行われるべきであった。また、労働需給
が逼迫していた点からも抑制策が必要であることは明らかであった。
4 。1990 年 代 の 日本 経 済4.190
年代経済を象徴する経済年表項目
・東西ドイツ統一（90.10 ）
・政府「地球温暖化防止行動計画」正式決定（90.10 ）
・株価急落（90）
・総合土地政策推進要綱（91.1 ）
・湾岸戦争勃発（4 月日日停戦正式発効）（91.I ）
・ソ連崩壊（91.12 ）
・円高急進1 ドル100円を突破（94.6 ）
・WTO 、GATT を引き継いで発足（95.1 ）
・阪神・淡路大震災（95.1 ）
・外国為替市場80円を突破（95.4 ）
・金融破綻処理の住専処理法（96.8 ）
・消費税を3 ％からcO/ に引き上げ（97.4 ）
・北海道拓殖銀行、経営破綻（97.11 ）
・山一証券、自主廃業（97.11 ）
・政府、事業総額16兆650 臆 円の総合経済対策（98.4 ）
・金融システム改革4 法成立、金融監督庁発足(98.6 ）
・金融再生法成立（98.10 ）
・日本長期信用銀行破綻（98.10 ）
・政府、過去最大規模の総額23兆9 千億円の緊急経済対策（98.1! ）
・金融再生委員会、大手銀行15行に7 兆5 千億円の公的資金による資本注入（99.3 ）
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4 。390 年代経済と経済政策の特徴
バブル経済は株価が1989 年に、 また地価が90 年に、それぞれ最高値を付けて以来、綻びが目立つ
ようになった。「バプル景気」は、戦後最長の「いざなぎ景気」（1965.10 ～1970.7 、57 か月）を越
えるものと期待されていたが、91 年2 月、51 ヶ月で終了した。
資産価格の低下は消費、住宅投資、設備投資をそれぞれ抑制する影響があ り、91 年から93 年の平均
で、GDP をI ％程度引き下げたとみられる。また、バブル増殖の過程で家計 も企業 も資産 と負債を
増加させていったが、資産価格が下落 に転じたため、「バランスシートの悪化」が一挙に顕在化した。1990
年代の日本経済は「失われた十年」 といわれ、長期にわたる景気低迷を続けた。93 年10 月か
ら97 年3 月 までは戦後3 番目に長い景気拡大期であったが、好況 の実感 は乏しかった。これは、バ
ブル崩壊の影響、いわゆる「バブル後遺症」が90 年代を通じて持続したためである。
金融機関をはじめとする企業の不良債権問題は、根強い地価再上昇期待の もとに後送りされ、情
報開示 も十分でなかった。こうした中で地価は下落を続けたため、不良 債権問題は時 とともに深刻
化した。多額の不良債権を抱 えた金融機関 は貸出を厳し く制限するようになり、中小企業 はもちろ
ん大企業 に対して も「貸し渋り」とい われるような貸し出し態度の慎重化が顕著に見られた。
他方、95 年から96 年にかけて移動体通信市場が急速に拡大し、景気 は一時的な盛り上がりをみせ
た。景気回復が基調的となったと判断した政府は、財政再建 を掲げ、社会保険料の引 き上げや医療
費負担増などを行った。消費税率引 き上げを含めた国民負担は9 兆円 と試算されてお り、また財政
収支 の悪化 と将来の負担増への懸念などから、人々 は生活防衛態度を強めた。 また、97 年7 月にタ
イ・パーツの暴落によりアジア通貨・金融危機が発生し、秋頃には輸出企業 を中心に日本経済に影
響し ていった。さらに、不良債権の処理の遅 れなどを背景に、いくつかの大型金融機関が破綻して
金融 システムへの不安が高 まったことや、銀行が貸し出しの縮小を指向し たことから景気は急速に
厳し さを増した。
企業は、それまでの市場 シェア・企業規模重視の姿勢を改め、収益性を重視するようになり、雇
用、設備、債務の「三つの過剰」を解消するため「リストラ」の動 きを強めた。従来の日本企業 は、
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長期雇用慣行のもとで、景気が悪化しても雇用は守るという姿勢をとっていたが、大企業において
もリストラによる失業が増加し、完全失業率は2000年末に史上最高の4.7% となった。
厳しい経済情勢が続くなかで、日本経済は、物価の下落と実体経済の縮小とが相互に作用する「デ
フレ・スパイラル」に陥ることが強く懸念された。政府は、98年に入って経済政策を大幅に転換し、
減税や公共投資などによって景気を下支えした。また、日本銀行は99年2 月、金融市場調節方針を
緩和し、短期市場金利を実質ゼロにするという「ゼロ金利政策」を打ち出した。
思い切った政策を総動員したことやアジア経済の回復による輸出の増加などで、戦後最悪といわ
れた厳しい不況は99年1 月に底を打ち景気は回復に向かった。しかし、その回復力は弱かった。他
方、不況脱出のために財政政策が積極的にとられたため、国・地方の長期政府債務残高は雪だるま
式に増加し、2000年度末には650兆円近くになった。1990
年代の日本経済は停滞の感を拭えないが、携帯電話やパソコン、Eメールの普及などにより生
活様式は変化した。消費者が情報ツールの活用により商品や価格に対する情報を大量に入手出来る
ようになり、価格の低下が起こりやすくなっている。双方向に情報発信できるようになったことで、
ユーザー参加型の商品開発や中間業者を通さない直接取引も行われるようになってきている。90
年代末の99年2 月から始まった景気回復は力が弱く、21ヵ月後の2000年10月には早くもピーク
を迎え、再び後退局面に入った。また、ゼロ金利政策は2000年8 月にいったん解除されたが、その
後の景気後退に配慮して翌2001年3 月には復活された。
4 。490 年代経済に対する見解と政策的評価1990
年代の日本経済は、実質年平均成長率が前半1.1％、後半1.0% となり、10年を超える長期停滞
に入っていることが読みとれる。そのうえ、総合的な物価水準をを表すGDP デフレーターは後半マ
イナスとなり、毎年0.7％づつ物価が下がっていることを示している。このように物価指数が前年よ
り下がった過去の経験は、1923年（大正12年）から1931年（昭和6 年）の間にしか見られていない。
明らかにマクロ経済上の超過供給を示す本格的な不況（デフレーション）であるといえる。この5 年
間で、1人当たり国民所得は1 万9 千円減り、就業者数は2 万人減少している。完全失業率は5% を
超えているので20人に1 人は失業していることになる。こうした経験は第2 次大戦後皆無であった。1
人当たり国民所得が2 万7 千ドルという高所得国なため、生活上の深刻さはまったく見られない
が、もしこの状態がもう5 年続くと状況は著しく厳しいものになるだろう。
深刻な点は、金融仲介業の不良債権が依然増加しており、金融システムの不調が改善しないこと
である。 また、財政政策の余力や効果が低下していること、金利引き下げの効果がまったく見られ
ないことである。さらに、国内産業の多くは輸入財との競争に破れつつあること、輸出産業や競争
力のある産業は生産、販売の拠点を海外に移動していること、そのため就業機会が縮小しているこ
とである。
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5 。 今後10 年 に 残 さ れ た政 策課 題5.1
日本経済の長期停滞とその要因
べブル経済崩壊以降の1991～2000年の実質経済成長率は年平均I1 ％で、その前10年間の年平均成
長率4.3％の3 分の1 以下に低下している。言い換えれば
ヽ日本の国内総生産は80年代に実質で1.5倍
になったのに対して、90年代ではわずかに口 倍にしかならなかった。
さらにヽ21世紀に入ってからの日本の経済成長は、深刻な不況を反映して見通しは厳しい。実質
経済成長率は2001年度－1.0% 、2002年度（実績見込み）0.9％、2003年度（見通し）0.6％と推移す
る。名目成長率は3 年連続でマイナスとなり、日本経済の縮小が続いて国内総生産（GDP ）は8 年
ぶりに500兆円の大台を割ることになるという。したがって、日本経済の「失われた10年」は少なく
とも3 年さらに引き延ばされることになる。
日本経済の長期停滞は、失業や企業の経営破綻を恒常的に拡大させているが、これは活用されな
い労働力と資本を着実に増やしていることを物語っている。
こうした長期停滞は第2 次大戦後の日本経済に経験のなかったことであり、経済の安定に責任を
負っている政府は、結果的には有効な対策を打つことが出来なかった。豊富な経験を積んできた財
政金融政策、とくに「緊急経済対策」ないし「総合経済対策」と呼ばれる財政支出拡大策が連続的
に発動されるとともに、経験のなかった金融システム動揺対策が新たに実施されたが、いづれも期
待した効果を生まなかった。
このような日本経済の長期停滞の主な要因は、
① 土地、株式などの資産価値の継続的な縮小、
② 利子所得の減少、消費税の引き上げ、賃金所得の伸び悩み・減少などによる家計消費支出の低
迷、
③ 円高による産業の国際競争力の低下と生産機能の対外移転、
の3 つが重複したものと考えられる。
①については、建物、土地、株式など各種の資産価格は90年に始まる「バブルの崩壊」で暴落し
た後、90年代半ばに一時的な回復を見せたが、再び低落を続けている。とくに、土地の価格はまだ
下がり続けている。これによる資産価値の継続的な縮小は、企業の財務状況を悪化させるとともに、
外部資金調達を困難にしている。また、銀行などの金融仲介業の財務状況を著しく悪化させ、信用
収縮要因となって企業の資金調達を阻害している。さらに、家計に少なくない打撃を与え、その結
果、家計の消費支出と住宅投資の抑制要因となっている。
②については、長期にわたる超低金利政策の実施が、家計の利子所得を減少させているほか、民
間非営利団体、公的機関、保険会社、社会保障基金などの財政基盤を著しく弱体化させていること
にも注意する必要がある。
③については、プラザ合意以後、対米為替レートは1 ドルが240円前後から100～140円へと大幅な
円高となったため、輸出産業、国内産業ともに対外競争力が減殺された。とくに、ドルなどの外貨
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で評価すると日本は目立った高賃金国となり、これが企業経営を圧迫することになった。これがバ
ブル崩壊後表面化し、時とともに重い負担となってきている。また、日本企業は円高に対応して米
国、東南アジア、中国などへの直接投資、つまり生産機能の移転を拡大したため、国内の生産と雇
用を減少させることになった。
5。2 長期停滞打開策の提案
以上3 つの要因に対応する対策を提案すると、次のようになる。
（資産価格変動対策）
上記①の要因に対応する政策としては、資産価値縮小を抑制する対策がバブル経済の再発を引き
起こす懸念があるので、抜本的なものでなければならない。資産価格の変動を出来るだけ小さくす
るとともに、これが実物経済に衝撃を与えないようにすることが必要である。
まず、資産価格は投機によって変動することが多く、不安定なものとなる。この不安定性を緩和
する対策は各種考えられているが、いずれも実際上は十分な効果が得られていない。それ以上に重
要なのは、資産市場は理論的に財貨、サービスの市場と異なる性格を持っていると考えられる点で
ある。資産価格は本質的に不安定なものであると考えられる。
そのうえ、資産のうち少部分だけが売買され、残りの大部分は単に保有されているだけに過ぎな
い。それにもかかわらず、この大部分が少部分の売買実績を反映して再評価されるので、資産額が
大きく変動しているように受け取られる。しかし、こうした保有資産額の変動は現実的基礎を持た
ず、単に仮想的なものである。
このような仮想的な資産額の不安定な動きが、家計の消費や企業の財務、投資、生産に大きな影
響を与えてきた。これがバブルとその崩壊として1986年以降の日本経済に基調的な支配力を及ぼし、
破壊的な打撃を与えたのである。
このような問題の再発はどんなことがあっても防がなければならない。そのためには、まず土地
の評価方法を抜本的に変更すべきである。保有土地については、現在または将来生み出す経済価値
から逆算して評価額を算定するとともに、公的資格を持つ者（または公的機関）が最終的な評価額
を決定すべきである。さらに、土地評価額は企業や銀行の財務諸表からはずして、単なる参考資料
とすべきである。
次に、株式については、現在の市場で取り引きされる株式と平行して、事業会社が額面株式（定
価株式）を投資者に直接販売する方式を導入することが考えられてよい。この方式は「金庫株」の
延長上にあり、株式は会社の分割所有権であるという本来の姿に忠実である。供給者として多数の
事業会社があり、需要者として多数の投資者がいるので取引価格固定、配当変動、取引数量変動の
新種株式市場が形成されることになる。これは既存の株式市場より「資産」の特性を良く生かすも
のと考えられる。また、リスクの大きい金融資産を好まない日本人に適しているため、長年果たせ
なかった「直接金融」を実現できる貯蓄形態であると考えられる。
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（家計消費低迷対策）
上記②の要因に対する短期的な政策としては、公定歩合の引き上げによって預金金利を上昇させ、
家計の利子所得の増加によって最終消費支出を刺激することが効果的である。いわゆる「ゼ口金利
政策」の目的は別のところにあるが、その結果として起きる超低金利は、投資をほとんど刺激しな
かった反面、家計の利子所得の減少させて消費を低迷させ、その結果GDP （国内総生産）を縮小さ
せる効果を持った。したがって、その逆の政策は消費を刺激しGDP を拡大させる。
雇用の伸び悩み・減少、失業の増大やそれらの不安は、家計消費を低迷させているが、深刻な長
期停滞の下では、賃金を引き下げ雇用を安定させる方が消費の拡大が見込める。このような「所得
政策」は消費低迷対策としても有効である。
（国際競争力の低下と生産機能の対外移転に対する対策）
上記③に対する政策としては、まず、許容できる経常収支黒字の増加の範囲内で円高を是正する。
これによって競争力を回復するとともに、対外直接投資を抑制することが出来る。すでに政府はそ
の方向に政策を転換したようである。もちろん、これは調整療法または対症療法であり、行き過ぎ
た円高を是正するとともに、弱った国内産業を一時的に保護し、雇用を維持する性格が強い。長期
にわたる円安は経常収支黒字の増大によって国際摩擦を引き起こし、やがて円高政策への反転を余
儀なくされる。
中長期的に国内産業の競争力を高めるためには、別の政策が必要である。次に、国際的に見て高
すぎる賃金を引き下げることによって、雇用を維持しつつ競争力を回復することが考えられなけれ
ばならない。これは「所得政策」の一種であり、実際的にもすでに労使間で交渉が行われ、実現し
つつある。
日本産業の競争力を高めるためには、各企業の経営力の向上が必要であるが、これは経済政策の
対象外である。また、日本産業が国際競争力を失いつつある要因には、主にアジアにおいて知的財
産権が侵害されていることも含まれる。これには、そうした分野を中心に国際企業法務の従事者を
早急に増やす政策が必要である。
5。3 将来に向けた経済政策(
イノベーションを狙った経済安定化政策)21
世紀初頭の現在、日本経済は深刻な長期停滞の中にある。市場の機能にまかせておいてここか
ら脱出することは出来ない。それを行うのは政府の役割である。政府支出の増大と減税がその中心
手段であることに変わりはないが、対象、方法は従来と一変させて、民間産業のイノベーション(革
新) を誘発する分野に政策努力を集中すべきである。それに成功できれば、財政政策の誘発効果は
極めて大きなものとなろう。そして、革新の波動を基調とする約50年周期のコンドラチエフ循環の
上昇波動に日本経済を乗せることもできよう。日本経済は1980年代以降、情報技術革新の上昇波動
にうまく乗ることが出来なかったのに対して、米国経済はそれに乗っているように見える。そこに
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は日米の政策格差が反映している。
例えば、1970年代における環境保全および資源エネルギー節約に関する政府の支出、租税特別措
置、規制などの活動は日本産業に大きなイノベーション促進効果を与えたものと推察される。日本
政府は当時自覚なしに誘発効果の高い内需拡大策を実施していたことになる。これに対して、内需
拡大策としての地方や農業地域への公共事業支出の増大は、①地域の貯蓄率が高いため支出の乗数
効果が低い、②産業へのイノベーション促進効果がない、ため適切とは言えない。
(経常収支の均衡化政策)1960
年代後半以降、日本の貿易収支は基調的な黒字となっている。貿易・為替取引の自由化、資
本取引の自由化、輸出振興策の撤廃、引き続く円レートの切り上げ、輸入拡大努力、輸出自主規制
など、黒字削減効果のありそうな政策を連続的に実施してきたにもかかわらず、依然として貿易黒
字の拡大傾向を止めることが出来ない。1980年代から対外金融投資収益の急増に伴い、貿易黒字を
含む経常収支黒字全体の増加に拍車がかけられた。この経常黒字の増大が間欠的な国際経済摩擦を
引き起こしてきたが、今後もその懸念は大きい。
世界経済の相互依存関係を重視し、これに積極的に協調するためには、経常収支の均衡化に成功
することが不可欠である。日本がこのことに成功できない理由は、政策の技術的な問題によるもの
ではなく、国内産業の構造的問題によっている。それは、少数の国際競争力のある優良企業の輸出
額が貿易黒字の大部分を生み出す構造となっているためである。そこでは、標準的な貿易均衡化政
策である為替レート切り上げを許容すると、農業をはじめ、国際競争力の少ないその他大多数の企
業の経営が悪化し、不況を引き起こすことになる。また、為替レート切り上げは生産機能の海外移
転を引き起こし、前述のように日本経済の長期停滞要因となる。
こうした国際競争力格差の大きな産業構造の下でも有効で、副作用のないの貿易収支均衡化政策
はまだ考案されていない。また、内需拡大を通じて輸入を増大させ、これによって貿易収支を均衡
化させる対策はこれまで多く試みられたが、一度も十分な結果を見ることが出来なかった。結局、
国際競争力の少ない企業に対して、その強化がなされるような政策が最も求められている。
（地域の民間経済振興策）
小都市および町村の経済力は大都市、中都市に比べて小さいため、所得機会が十分ではなく、財
政的にも交付金や国・都道府県の支出金によって支援されている。こうした地域の民間経済振興策
としては長期にわたり各種のものが実施されてきたが、十分な成功を収めた事例は極めて少ない。
したがって、目覚ましい成果を収めるような地域の民間経済振興策を立案するのには、今後とも困
難があるように見える。
しかし、そうした地域の市町村長に地域の民間経済を十分振興する責任を負ってもらうことがで
きれば、かなりの成功事例が出てくるものと期待される。長期にわたって、民間経済に対する経済
政策は、すべて国（中央政府）の権限と責任のもとにあるとされてきた。60年代から次第に都道府
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県の関心を引くようになり、90年代になるとあらゆる都道府県が地域内の民間経済にたいする経済
政策について責任感を持つにいたっている。しかし、小規模の市や町村の大部分は、民間経済の発
展が最も必要である地域にあるにもかかわらず、例外的にしかその責任感を持っていない。法制上
の要因もあるように思われるが、首長選挙においてもなんら争点にならないので、行政責任が生じ
ない。この点について、地方政府である市町村に地域内民間経済の振興責任を課すことが最優先課
題である。
これが実現した後にはじめて政策の内容が問題なる。首長が地域独自の経済発展計画を策定する
こと、専門化（特化）を重視して産業または企業の競争力を高めること、革新や起業への誘因を高
めるようなビジネス環境をつくること、地域産業集積を形成すること、企業を国際市場の競争に曝
すこと、日常のニーズを既存の科学技術ストックと結び付けて新製品を生み出すこと、大学が革新
の中心になること（アメリカでは成功例が高い）、などが近年注目されている。
（アジア諸地域との経済関係）
香港、シンガポール、韓国、台湾の4 匹の龍が急速な経済発展で世界に注目されてから40年が経
たないうちに、アセアン諸国、そして13億人の中国が高度経済成長を行うようになり、さらにlo億
人のインドが着実な経済発展を見せている。
アジアは巨大な経済発展地域になったため、日本はその中にあってそれら地域とどのような経済
関係を結ぶかによって、今後の日本経済の動向が大きく左右される。まず、各企業は対中国市場に
おいて良好なビジネス関係を持つことが重要である。
例えば、対中経済関係では、農業をはじめ多くの地域産業において中国と競合関係が起こりつつ
あり、その競争に敗れる懸念がある。他方では、中国の今後の高度経済成長は、1945～73年までの
日本経済を10倍にした規模の需要の成長を生み出すものと予想される。そのような状況の下では、
日本の一般企業は中国製品と競合化するような市場から速やかに撤退し、競争力のある製品の生産
に特化（専門化）して輸出を行うとともに、知的財産権の利用に注意を払い、生産の現地進出には
慎重でなければならない。
(政府の姿勢)
バブル崩壊以降、日本経済の長期停滞にともなう不振、不調に加えて、社会的にも多くの不祥事
が発生し、日本人の心に挫折、自信喪失、不安が高まっている。こうした中で、「改革」が待望され
ているが、それにはまずそれを主導する政府のあり方が一新されなければならない。中央政府では、2001
年1 月の省庁再編はその序章に過ぎない。世界と時代の新情勢に照らして、明治維新以来の「欧
米先進諸国へ追いつき、これを追い越す」という国家方針をも抜本的に見直すことが要請されてい
る。前例を踏襲する傾向が強く、在来産業と過剰に密着している現在の行政機関は、その役割を果
たし得ないように考えられる。この際、政府機関を新しい立地条件の中に移すとともに日本人の心
を一新するため、新首都を設けることが相応しい政策選択の一つである。
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お わ り に
「はじめに」で触れたように、企業の新しい経済状況への不適応が長期停滞の要因であるとすれ
ば、日本のような先進国はこれを経済政策によって改善させることができない。不適応企業の経営
悪化や危機、破綻を通じて自立的に適応させるのが市場経済の国際ルールである。経済政策の対象
として可能なものは、他への悪影響を遮断するための周辺的または事後的処理に限られる。
しかし、後進地域の企業の場合には、先進国でも例外的に保護育成することが許されている。こ
うした国際ルールは不適応企業の改善策にも適用することができると考えられる。その場合、中央
政府だけが産業政策を行ってきた第2 次大戦後の行政を一変させて、地方政府とくに市町村が自地
域内の産業のあり方に重い行政責任を持つようにすべきである。
かつて日本の産業政策は中央政府と大企業が一心同体となって行われたため、米国の政府や経済
学者から「日本株式会社」的であると邦楡された。今後の10年は、「～（市町村名）株式会社」と言わ
れるほど各市町村が域内産業の育成と特化に関わり、地域経済の競争力強化に責任を持つべきであ
ろう。そうした背景の下では市町村または都道府県が不適応企業の改善策を講じることが出来よう。
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